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Effects of the disability level and type 
among the disabled persons living in 
the group home on care staff support: 
A survey research design for gathering 
data on a one-by-one basis
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要旨

　本研究では、「被支援者を個々に捉える調査デザイン」を用いて世話人が行う支援に関するデータを取得して、利用者の障

害程度と障害種別が世話人の支援に及ぼす影響について明らかにすることを目的とした。調査は、質問紙による留め置き法に

よって実施された。世話人47名から支援のニーズに関するデータ、管理者から利用者 65名の基本属性のデータを取得した。

分析は、世話人と利用者の関係をペアで捉え、その関係として取り交わされる支援を1ケースとして行った。軽度・重度の障

害程度が支援ニーズに及ぼす影響についてカイ2乗検定で分析を行った結果、重度障害の利用者にはより多くの支援が必要

とされることが明らかになった。軽度・重度の障害程度別に支援を構成する機能性について検討を行うために探索的因子分

析を行った結果、軽度障害者のケースでは4因子、重度障害者のケースでは3因子が抽出され、障害程度に応じて支援の機

能性が異なることが明らかになった。さらに、各因子を単位として支援ニーズについて障害種別による差の検定を行った結果、

軽度障害者のケースでは「見守り支援」、重度障害者のケースでは「日常生活支援」、「相談援助支援」と命名した支援の機能

性を持つ因子において有意差が確認された。以上より、利用者の障害程度や障害種別が異なれば、必要とする支援の多寡

に加え、支援を構成する機能性も異なることが明らになった。これより、世話人が行う支援に関する研究には障害程度や障

害種別を考慮する視点が重要であり、かつ不可欠と言える。
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Abstract 

  The purpose of this study is to gather care staff support data by using the "survey research design for gathering data on a one-

by-one basis ", and to clarify the effects of the disability level and type among the disabled persons living in the group home on 

the care staff support. In the survey, the paper-and-pencil questionnaire administration was carried out to gather 47 care staffs’ 

support data and 65 disabled persons’ background data. The data of the support was recognized on the relationship between the 

care staffs and the disabled persons as a pair to analyze the effects on the disability level and type. Support needs were asked by 

the 4-point scales, which indicates that the higher the score, the stronger the support needs. As a result of the chi-square test, it 

was clarified that the support tended to be needed severe disabled persons rather than mild disabled persons. As a result of the 

factor analysis to clarify the functions of the support, 4 factors were found out in the supports for mild disabled persons and 3 

factors were found out in the supports for severe disabled persons, therefore, it was clarified that the functions of the support 

depended on the disability level. As a result of Mann-Whitney U test to compare differences of the support needs between the 

disability type, the function of the “watching over support” was be significant in the supports  for mild disabled persons and the 

2 functions of “personal care” and “consulting support” were significant in the supports for severe disabled persons. Finally, it 

was clarified that if the disability level and type of disabled persons living in the group home differ, the care staff support has a 

lot of variations. It would be important and indispensable to consider the disability level and type to research on the care staff 

support.
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Ⅰ． 背景と目的

　近年ではノーマライゼーション理念の社会的な浸

透に伴い、障害者が地域で生活していける社会つく

りを目指した様々な取り組みが盛んである。障害者

の住居として、障害者の日常生活および社会生活を

総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支

援法」という）に基づく共同生活援助（以下「グルー

プホーム」という）が注目されている。グループホー

ムは旧制度から引き続き年々増加傾向である。具体

的にグループホームを利用する障害者数に注目して

みると、2005 年に 34,085人であったものが2018 年

には119,474人にまで増加している。

　障害者総合支援法に基づくグループホームには制

度上、世話人、生活支援員、サービス管理責任者、

管理者の設置義務がある。世話人は、グループホー

ムごとに一定の基準で配置される職種である。生活

支援員は、日常生活の援助に加えて排泄や入浴等

の介助であり、障害者総合支援法に基づく障害程度

の指標なる障害支援区分3以上の利用者に対して配

置される職種である。サービス管理責任者は、サー

ビス提供プロセスに関して他のサービス提供職員に

対する技術的な助言や指導等を担い、個別支援計

画を作成とモニタリングを行う職種である。管理者

は、従業員及び業務の一元的な管理や規定を遵守

させるため必要な指揮命令を担う職種である。どの

職種も兼務可能であり、多くのグループホームにお

ける支援者は世話人としての勤務と並行して他の職

種を兼務している場合が多い。つまり、グループホー

ムの最前線で利用者に対応する支援者は世話人であ

り、世話人はグループホームを支える中心的な職員

であると考えられる（宮本 , 2009）。本研究では、

現場実践を行っている支援者の総称を世話人として

用いる。

　現行のグループホームは 2013 年に施行された障

害者総合支援法に基づいているが、前身となる旧障

害者自立支援法以前のグループホームに関する法制

度を遡ると、様 な々「総合化」の側面が見て取れる。

グループホーム制度は1989 年施行の精神薄弱者福

祉法の精神薄弱者地域生活援助から始まり、当時は

知的障害者に限定されていた。精神障害者を対象と

したグループホームは、1993年に施行された精神保

健及び精神障害者福祉に関する法律（精神衛生法）

の精神障害者地域生活援助が始まりであった。それ

から度重なる制度の改定が行われ、「総合化」が進

んだ。障害種別により縦割りとされていた法制度の

統合によって、グループホームの利用対象となる障

害種別が拡大した。また、旧障害者自立支援法に基

づくグループホーム制度では、軽度障害者が対象と

なる共同生活援助（グループホーム）と重度障害者

が対象となる共同生活介護（ケアホーム）によって

障害程度別に利用対象が分けられていたが、障害

者総合支援法の施行に伴い一元化された。このよう

な経緯から、グループホームを利用する障害者（以

下「利用者」という）の多様化は必然的である。従っ

て、世話人が行う支援に関して、どの障害特性には、

どのような支援が必要であるかといった実践的な知

見を重ねていく必要があると考えられる。そして、世

話人の支援方策に関して学術的に類型化していくこ

とが重要になるだろう。

　渡邊・安藤（2020）は、グループホームに関する

文献レビューから世話人の実践的な支援方策に着目

した詳細な検討を行った。その結果、世話人の支援

に関する知見は質・量ともに不足しており、その原因

として調査方法論上の問題を指摘した。グループホー

ム等の世話人が行う支援に関する先行研究では、利

用者（被支援者）を個々に特定せずに世話人（支援

者）からデータを取得している場合が多かった（図１）。

このような調査デザインにより取得されたデータに

は、世話人が支援対象を「障害者群」として認識し

ている状態であるために、利用者個々の障害特性が

反映されない。しかし、世話人が支援している利用

者を「障害者個人」として認識している状態のデー

タを取得することができれば、利用者個々の障害特

性が反映されたものになる（図２）。このような「被支

援者を個々に捉える調査デザイン」を用いることで、

世話人が行う支援に関して「どのような利用者に、ど

のような支援を、どれくらい必要か」という分析の枠

組みで実証研究を行うことができる。

　利用者は何らかの障害を抱えているために一人で

は生活に困難を伴うことからグループホームを利用

する。その生活の困難を生み出す障害特性を考慮し

て、適切に支援を提供することが世話人の役割であ

る。障害特性とは障害に起因する特別な性質であり、

障害程度や障害種別との関連が強いと考えられる。
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しかし、渡邊・安藤（2020）が行った文献レビュー

において「世話人の支援」に分類された７件の文献

は、研究の枠組みにおいて障害種別を特定のある

障害に限定した研究や、障害程度の視点を欠いてい

た研究であり、世話人の支援に関して障害程度や障

害種別による検討が行われている研究は見当たらな

かった。この点について渡邊らは、世話人が行う支

援に関する研究を行う際には、利用者の障害程度や

障害種別を分析の視点に加えるべきであると指摘し

た。

　世話人の支援に関する評価支援ツールの開発を試

みた文献（鈴木 , 2012）には、世話人の支援を構

成する機能性が示されている知見がみられ、実践的

な支援方策について検討を行う上で有用であった。

鈴木の評価支援ツールは、精神障害者グループホー

ム利用者の支援ニーズを包括的に評価して支援方策

に反映させる狙いがあった。ツールの開発過程では

ICF（国際生活機能分類）の「活動・参加」項目の

第2レベルの分類を援用した試案からパイロットスタ

ディが行われた。評価支援ツールは「日常生活機能」、

「セルフケア機能」、「対人関係機能」、「社会参加機能」

の4 機能に分類されていた。しかし、この評価支援

ツールは、障害種別が精神障害者に限定され、パ

イロットスタディにおける対象者の障害程度は63.1％

が軽度障害者（調査実施時の障害者自立支援法に基

づく障害程度区分が2以下）でありそれ以外の対象

者については厳密に把握されていなかった。

　以上を踏まえて、本研究では、「被支援者を個々

に捉える調査デザイン」を用いて世話人の支援に関

するデータを取得して、利用者の障害程度や障害種

別の違いが世話人の支援に及ぼす影響について明ら

かにすることを目的とした。

図１　被支援者を群で捉える調査デザイン

図２　被支援者を個々に捉える調査デザイン
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　本稿では、利用者の障害程度が必要とする支援に

及ぼす影響、障害程度が支援の機能性に及ぼす影

響、障害種別が支援の必要性や機能性に及ぼす影

響について検討を行う。最後に、世話人の支援につ

いて行われた検討を総括し、本研究の意義や今後の

課題について言及する。

Ⅱ． 方法

１． 調査方法

　首都圏に位置する障害者総合支援法に基づく25

棟のグループホームを運営する事業者に研究協力を

依頼したところ10棟のグループホームから協力を得

ることができた。調査は 2019 年 4月から2020 年 2

月にかけて、グループホームに勤める世話人と管理

者を対象に、質問紙による留め置き法によって実施

された。

２． 調査内容

（１）世話人を対象にした調査

　世話人が行う支援の項目（以下「支援項目」とい

う）について調査するため、グループホーム設置・

運営マニュアルや障害福祉に関する先行研究（福

田, 2015、川﨑, 2018、野村・草間, 2005、小高, 

2007、重田, 2012、鈴木 , 2004、鈴木 , 2012、田中, 

2006、立田ら, 2013、樽井ら, 2006）を参考にし

て支援項目の設定を行った。支援項目の分野につい

て偏りを避けるために役割や機能を想定した5カテ

ゴリーを設定した。各カテゴリーに4つの支援項目

を設定し、全部で 20支援項目とした。具体的には「日

常生活」のカテゴリーに「洗濯・衣類・生活用品」、「食

事提供・調理補助」、「整理整頓・掃除」、「書類手続」、

「身体と保健」のカテゴリーに「健康管理・生活習慣」、

「服薬管理・在宅医療」、「同行・送迎」、「身体介助」、

「社会参加」のカテゴリーに「地域活動」、「就労先

の相談」、「通所先の相談」、「余暇活動」、「発達とス

キル」のカテゴリーに「マナー・ルール」、「就労スキ

ル・学習活動」、「コミュニケーション」、「金銭管理」、

「精神と情緒」のカテゴリーに「親族との人間関係」、

「他人との人間関係」、「異性との人間関係」、「日常生

活の傾聴」と設定した。支援項目やカテゴリーの内

容的な妥当性についてはグループホームで働く管理

職 3名のアドバイスを参考にして検討を行って決定し

た。設定した 20支援項目に対する調査内容は、鈴

木（2012）のグループホーム評価支援尺度を参考に

して、利用者が地域生活を営む上でどれくらい支援

を必要とするかを4件法（「1：全く必要でない」、「2：

あまり必要でない」、「3：少し必要である」、「4：とて

も必要である」）で調査した。調査の各回答に対応

する１から４の値をデータ（以下「支援ニーズ」とする）

として分析を行った。なお、本研究の支援ニーズは、

調査の回答者を世話人に限定しているために、世話

人が利用者に対して認識している支援のニーズであ

る。

（２）管理者を対象にした調査

　管理者に対する調査内容は、利用者の基本属性（性

別、年代、居住歴、障害支援区分、障害者手帳の等級、

障害名・疾病名）であった。障害者手帳は都道府

県が判定する療育手帳（以下「知的障害者手帳）と

いう）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

に基づく精神障害者保健福祉手帳（以下「精神障害

者手帳」という）から選択形式で回答を求めた。障

害名・診断名は、「知的障害」は IQ 不明、IQおお

むね70 ～ 51、IQ おおむね 50 ～ 36、IQ おおむね

36未満、「精神障害」は統合失調症、双極性障害、

うつ病、てんかん、パニック障害・不安障害、強迫

性障害、PTSD、適応障害、解離性障害、パーソナ

リティー障害、依存症、「発達障害」は自閉症、アス

ペルガー症候群、広汎性発達障害、学習障害（LD）、

注意欠如・多動性障害(AD / HD)、「その他の障害」

は高次脳機能障害、特定疾病、身体障害、「診断なし」

から重複可で回答を求めた。

３． 分析の手順および方法

　50 名の世話人から質問紙を回収することができ

た。無効回答を除く等のデータ・クリーニングを行

い 47名の世話人による支援ニーズに関する回答を採

用した。表１に回答が得られた世話人の基本属性を

示した。管理者から65名の利用者の基本属性デー

タを回収することができた。表２に利用者の基本属

性を示した。

　障害者総合支援法の前身である旧障害者自立支援

法のグループホームでは軽度・重度に分けられてい

たことから、本研究においても障害程度による分析
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を行うために軽度・重度に分類を行った。「重度障害

者」は「障害支援区分3」以上かつ「知的障害手帳・

重度」以上または「精神障害者手帳１級」以上とし

て、これに当てはまらない場合を「軽度障害者」と

分類した。また、「グループホームとケアホームの現

状等について」（厚生労働省, 2013）によると、2013

年当時、軽度障害者が対象の共同生活援助（グルー

プホーム）の利用者の障害種別は、身体障害者 3％、

知的障害者48％、精神障害者49％であった。重度

障害者が対象の共同生活介護（ケアホーム）の利用

者は身体障害者 5％、知的障害者 78％、精神障害

者14％であった。これより、現在の利用者も軽度・

重度ともに知的障害者か精神障害者が中心であると

考えられるため、障害種別は知的障害と精神障害の

2種に限定して分析を行うことにした。障害種別は、

障害者手帳の種類を基準にして分類した。障害者手

帳が交付されていない利用者については障害名・疾

病名を参考にした。以上の手順により分類された結

果を表３に示した。

　本研究では、世話人と利用者の関係をペアで捉

え、その関係として取り交わされる支援を1ケースと

した。つまり、あるグループホームに所属する1名

の世話人から、そのグループホームで生活している

利用者数だけケースが発生する。本研究では、47名

の世話人と65名の利用者から308ケースとなった。

まず、308ケースについて利用者の障害程度で分類

したところ、軽度障害者では169ケース（以下「軽度

障害者のケース」とする）、重度障害者では139ケー

表１　世話人の基本属性 表２　利用者の基本属性

表３　利用者の障害程度と障害種別の分類
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ス（以下「重度障害者のケース」とする）となった。

これら軽度・重度のケースにおける支援ニーズの差

を明らかにするためにカイ2乗検定（有意水準は5％

未満）を行った。また、残差分析から調整済み残

差を算出して、障害程度別の支援ニーズの分布につ

いて詳細な検討を行った。また、軽度障害者のケー

スまたは重度障害者のケースにおける支援ニーズの

平均値の比較を行った。

　次に、障害程度別に世話人の支援を構成する機

能性について比較して検討を行うために、軽度障害

者のケースと重度障害者のケースに分けて支援ニー

ズについて探索的因子分析を行った。支援項目につ

いて、親族と異性も他人に含まれるという内容的な

妥当性から判断して「親族との人間関係」と「異性と

の人間関係」を削除して「他人との人間関係」のみ

を採用した。因子抽出法は最小2乗法、因子数の

決定にはカイザーガットマン基準にて固有値1.0以上

を採用した。固有値の変化を見ていくと、軽度障害

者のケースでは第 4因子で1.05、第 5因子で.85と

なり、重度障害者のケースでは第3因子で1.28と第

4因子で.71となった。以上のことから、軽度障害者

のケースでは4因子構造、重度障害者のケースでは

3因子構造が妥当であると考えられた。因子間の関

連を考慮して斜交回転（プロマックス回転）を行った。

また、内的整合性を確認するために、因子ごとにク

ロンバックのα係数を算出した。因子の命名は、因

子を構成する支援項目群の機能性を考えて行った。

　最後に、各因子の支援ニーズの平均値を下位尺

度得点として障害種別による分析を行った。下位尺

度得点の正規性をシャピロ・ウィルク検定で確認し

た上で、下位尺度得点について障害種別による差の

検定を行った。なお、全ての分析には SPSS22 for 

Windowsを用いた。

４． 倫理的配慮

　研究協力を依頼した事業者に調査内容の説明、

個人情報の保護、データの取り扱い、研究協力が自

由意思である旨、知的財産権、利益相反を面前で説

明し、同意書に署名を求めた。また、調査を依頼し

た世話人にも調査内容の説明、個人情報の保護、デー

タの取り扱い、研究協力が自由意思である旨などの

内容を記載した説明用紙を質問紙に添付し、質問紙

の冒頭に同意する場合の記入欄を設けた。質問紙

はすべて匿名であり、研究協力の同意があるデータ

を採用した。

　また、「被支援者を個々に捉える調査デザイン」の

実施にあたって、利用者の個人情報保護を目的して

匿名化リストを使用した。図３に示したように、匿名

化リストには、利用者の匿名化記号（Aさん、Bさん等）

に対応する特定情報（Aさん、Bさんの氏名等）がグ

ループホームの管理者によって記載された。調査に

回答する世話人は、匿名化リストの特定情報を確認

して利用者を把握した上で、各自が利用者個々に提

供している支援について回答した。一方で、調査者は、

管理者から回収した質問紙によって利用者の基本属

性と匿名化記号の対応を確認することができ、世話

図３　匿名化リストによる被支援者の個人情報保護の仕組み
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人から回収した質問紙によって支援ニーズのデータ

を取得する。なお、調査者は匿名化リストの閲覧お

よび回収はしない。この仕組みによって利用者の個

人情報は保護される。本研究は「横浜国立大学 人

を対象とする非医学系研究倫理専門委員会」の承認

（承認番号 非医 -2018-21）を得て実施された。

Ⅲ． 結果

１． 軽度 ・ 重度の障害程度が支援ニーズに及ぼす

影響

　カイ2乗検定を行った結果、全ての支援項目にお

ける支援ニーズに有意差がみられた。さらに、残差

分析の結果から調整済み残差を算出した。この調整

済み残差は、絶対値が1.96以上で有意となる。表

４に示したように、調整済み残差が有意であった回

答の傾向を確認すると、軽度障害者のケースでは「1：

全く必要でない」や「2：あまり必要でない」におい

て有意であり、重度障害者のケースでは「3：少し必

要である」や「4：とても必要である」において有意

である傾向であった。また、全ての支援項目におけ

る支援ニーズの平均値は軽度障害者のケースに比べ

て重度障害者のケースの方が高かった。

２． 障害程度別の支援を構成する機能に関する検

討

　軽度障害者のケース、重度障害者のケースそれぞ

れの支援ニーズについて探索的因子分析を行った結

果、軽度障害者のケースで4因子（表５）、重度障

害者のケースで3因子（表６）が抽出された。複数

の因子に対して高い因子負荷量を示した支援項目が

見られたが、因子負荷量.325以上を基準とし、鈴木

（2012）の知見を参考に因子の解釈可能性を考慮し

てこの結果を採用した。

　軽度障害者のケースおよび重度障害者のケースか

ら抽出された第1因子では「洗濯・衣類・生活用品」、

「食事提供・調理補助」、「整理整頓・掃除」、「金銭

管理」、「健康管理・生活習慣」が共通する支援項

目であった。この因子は、日常生活に関連する事項

を支援する機能があると考えられることから、軽度、

重度ともに「日常生活支援」と命名した。軽度障害

者のケースから抽出された第2因子、重度障害者の

ケースから抽出された第3因子では「地域活動」、「就

労先の相談」、「通所先の相談」、「余暇活動」が共通

する支援項目であった。この因子は、社会参加を促

す機能を果たしていると考えられることから、軽度、

重度ともに「社会参加支援」と命名した。軽度障害

者のケースから抽出された第3因子、重度障害者の

ケースから抽出された第2因子では「マナー・ルー

ル」、「コミュニケーション」、「他人との人間関係」、「日

常生活の傾聴」が共通する支援項目であった。この

因子は、対人関係や社会性、協調性に関する相談を

受け必要な援助を行う機能を有していると考えられる

ことから、軽度、重度ともに「相談援助支援」と命

名した。軽度障害者のケースから抽出された第 4因

子は、「身体介助」、「同行・送迎」、「服薬管理・在

宅医療」という項目であり、それぞれの支援ニーズ

の平均値が他の因子よりも相対的に低かったことから

「見守り支援」と命名した。軽度障害者のケースのク

ロンバックのα係数は、第1因子.89、第2因子.89、

第 3因子.85、第 4因子.80であった。重度障害者

のケースのα係数は、第1因子.94、第 2因子.93、

第 3因子.92であった。すべての因子でα＝.80を

上回り、高い内的整合性が示された。

３． 知的 ・ 精神の障害種別が支援ニーズに及ぼす

影響

　軽度障害者のケースおよび重度障害者のケース

で得られた因子における支援ニーズの平均値である

下位尺度得点について、知的障害者と精神障害者

による分類を行い、平均値を算出した。さらに、下

位尺度得点に対してシャピロ・ウィルク検定を行った

ところ、全ての下位尺度得点は正規分布ではないこ

と（p=.00）が確認できた。従って、下位尺度得点の

差の検定にはマン・ホイットニーのU検定を用いた。

表７に示したように、軽度障害者のケースでは「見守

り支援」において有意差がみられた。また、表８に

示したように、重度障害者のケースでは「日常生活

支援」と「相談援助支援」において有意差がみられた。

Ⅳ． 考察

　利用者の障害程度が支援ニーズに及ぼす影響につ

いて検討を行ったところ、軽度障害者の方が重度障

害者よりも支援ニーズが高い傾向であることが明らか

になった。これは当然のことであるが、利用者の障



72 73

技術マネジメント研究第 20 号

表４　障害程度別の支援ニーズに関する回答の分布
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表５　軽度障害者のケースにおける因子分析の結果 表６　重度障害者のケースにおける因子分析の結果

害程度が重いほど、世話人は利用者に対して支援が

必要と認識しているのである。一方で、「同じ障害等

級の障害者は介助度が同じ可能性が高いが、生活を

送る上での支援内容となれば全く別の問題である。

障害の軽重でいえば、軽度であるからこその問題も

存在する」（小松, 2001）と指摘されているように、

重度障害者と比較して支援が必要と認識されていな

い軽度障害者に対しても、軽度障害ならではの障害

特性を考慮した支援が必要である可能性が考えられ

る。

　軽度・重度の障害程度別の支援ニーズの因子構

造を明らかにするために探索的因子分析を行った結

果、軽度障害者のケースでは4因子、重度障害者

のケースでは3因子が抽出され、世話人の支援を構

成する機能性は障害程度により異なっていることが

明らかになった。「日常生活支援」、「社会参加支援」、

「相談援助支援」が軽度・重度いずれの障害程度の

ケースにおいて確認された共通している機能性であ

り、これは鈴木（2012）が行った研究で示された「日

常生活機能」、「社会参加機能」、「対人関係機能」と

内容的にほぼ一致する。これら3因子は、障害程

度に関係なく世話人が行う支援に必須の機能性であ

ると考えられる。

　また、軽度障害者のケースに確認された「見守り

支援」は、鈴木（2012）の「セルフケア機能」であ

ると考えられる。鈴木（2012）の研究で示された「セ

ルフケア機能」は、利用者に一定の自立（自律）性

を求める支援項目群からなり、具体的には、通院同

行や医療機関との仲介等であった。本研究の「見守

り支援」に属した支援項目は「身体介助」、「同行・

送迎」、「服薬管理・在宅医療」であり、内容的にほ

ぼ同じであることが確認できた。また、「見守り支援」

の下位尺度得点について障害種別による違いを検討

した結果、知的障害者よりも精神障害者の方が有意

に低くかった。これは精神障害者の方が支援の必要

性が少ないということであり、自立性が高いと理解で
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表７　軽度障害者のケースにおける下位尺度得点の差

表８　重度障害者のケースにおける下位尺度得点の差

きる。

　また、軽度障害者のケースでみられた「見守り支

援」に属する「身体介助」、「同行・送迎」、「服薬管

理・在宅医療」の3支援項目は、重度障害者のケー

スでは「日常生活支援」に属していた。このことは、

これらの3支援項目が重度障害者にとって日常生活

を送る上で必要不可欠であると考えられる。また、

重度障害者のケースにおいて、「日常生活支援」の下

位尺度得点について障害種別による差を検討した結

果と下位尺度得点の平均値（3.39±66）を合わせて

考えると、重度知的障害者には「日常生活支援」に

関して極めて手厚い支援が必要であると指摘できる。

これは「相談援助支援」についても同様のことが言

えるだろう。

　最後に支援項目を単位とした検討を行う。本研究

において「金銭管理」は、障害者が地域で生活して

いくための課題となる（川﨑, 2018）ことから、「発

達・スキル」のカテゴリーに設定して調査を行った。

しかし、探索的因子分析の結果、軽度・重度の両

障害程度のケースにおいて「日常生活支援」に所属

したことから、「金銭管理」は日常生活に関連する様々

な支援と並行して行われていることが明らかになっ

た。これより、支援項目としての「金銭管理」は「日

常生活」のカテゴリーとして考えることができるだろ

う。

　また、本研究では「就労スキル・学習活動」は利

用者に必要なスキルアップに関する支援、「書類手

続」は契約行為等の法務に関する支援として支援項

目の設定を行った。しかし、軽度・重度の障害程

度別のケースにおける因子分析の結果では、それぞ

れの支援項目が属した因子の機能性に差異がみられ

た。この原因を本研究の分析結果から検討すること

は難しいが、支援ニーズおよび下位尺度得点の平均

値、一般的に知られている障害特性、さらに著者の

現場経験を踏まえて考えてみる。軽度障害者の多く

は事理弁識能力を有することから、法務の支援は日

常生活支援として助言する程度で十分である。「自立

度が高く、障害が軽度であれば、就労への欲求な

ど、自己実現に向かうより高次な欲求が生じる」（土

田, 2018）のは当然であり、軽度障害者はスキルアッ

プによって社会的なステップアップを目標とする。一

方で、重度障害者は現実的に就労が難しく授産施

設等に通所している場合が多い。しかし、授産施設

等の賃金で経済的に自活できることは稀ありで、主
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な通所目的は社会参加の機会となっている場合が多

い。このような重度障害者は主体的に通所先を見つ

けて契約まで完結させることは難しく、実際には世

話人を含む周囲の支援者が協働あるいは代行して社

会参加先を決定している。このような重度障害者の

スキルアップの目標は、社会的なステップアップでは

なく、現生活を安定して継続させるための協調性や

社会性等の獲得である場合が多い。以上のような障

害程度に応じた障害特性や生活環境の違い等が関

連して、「就労スキル・学習活動」および「書類手続」

が異なる機能性を有したのではないかと推察した。

Ⅴ． 本研究の結論と今後の課題

　本研究は、利用者の障害程度と障害種別が世話

人の支援に及ぼす影響を明らかにすることを目的とし

た。検討の結果、利用者の障害程度や障害種別が

異なれば、必要とする支援の多寡に加え、支援を構

成する機能性も異なることを明らかにした。これより、

世話人が行う支援について検討を行う際は、利用者

の障害程度や障害種別を考慮する視点が重要であ

ると言えよう。また、本研究の知見は「被支援者を個々

に捉える調査デザイン」を用いることによって、世話

人が支援する利用者個々の基本属性のデータを取得

して、分析の視点としたことから獲得できたと言える。

以上から本研究は、グループホームの世話人が行う

実践的な支援を考える貴重な資料となり、調査方法

論および分析の枠組みが本研究の学術的な意義で

あると考えている。

　本研究は、首都圏に位置する都市部のグループ

ホームを対象として調査を実施した。しかしながら、

都市部と地方部を比較すると社会資源の違い等、環

境要因において地域差があると考えられる。従って、

本研究で獲得した知見は限定的であると考えるべき

だろう。今後は、地方部の調査を展開すると共に、

世話人の勤続年数や取得資格等の基本属性を含め

た分析を重ねていくことで世話人の支援に関するより

詳細な知見を獲得して、実践的な支援に活かすこと

が必要であろう。
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